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当第１四半期連結会計期間の経済状況は、金融危機に端を発した世界的景気低迷の影響を受ける中、主

要各国の政府及び金融当局が国際的に連携して景気刺激策や金融安定化対策を実施したことなどで、最悪

期から回復局面に入る傾向となりました。アジアにおいては中国経済を中心に景気回復の兆しが見られる

中、日本経済も輸出や生産を中心として持ち直しの動きはみられるものの、企業収益の悪化や雇用情勢の

低迷による設備投資の抑制継続や個人消費の減少、加えてデフレの影響等により引き続き厳しい状況で推

移しました。 

このような中、当社グループの主要販売先である事務機器業界では在庫調整の一巡や中国への生産シフ

ト等により回復の兆しが見られました。また、生産設備業界においても設備投資意欲は前年に比べ改善が

見られる傾向となりました。しかしながら、全体的には依然として先行きの不透明感を払拭できない状況

で推移いたしました。 

 この結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は909,283千円（前年同四半期比58,487千円増）となり

ました。  

 利益面につきましては、対米ドルが90円を割り込むなど予想を超える円高等による減益要因はありまし

たが、売上高の回復に加え、人件費、販売費及び一般管理費ほかの大幅な見直し削減に引き続き努めたこ

とで経常利益は59,918千円（前年同四半期は165,489千円の経常損失）、四半期純利益は56,296千円（前

年同四半期は169,886千円の四半期純損失）となりました。 

  

品目別の業績を示すと、次のとおりであります。 

工業用プラスチック・ファスナー及びプラスチック精密部品につきましては、複写機業界における在庫

調整一巡や中国輸出の好調な売上増加があったものの、住宅設備業界、自動車業界関連商品は伸び悩みま

した。この結果、売上高は700,721千円（前年同四半期は686,560千円）となりました。 

生産設備冶具につきましては、国内顧客各社の設備投資抑制の緩和やアジアからのニーズの増加などに

より、売上高は185,253千円（前年同四半期は130,973千円）となりました。 

その他（金型）の売上につきましては顧客各社の新規案件先送り継続などの影響により減少し、売上高

は23,308千円（前年同四半期は33,262千円）となりました。 

また、所在地別売上は、日本国内が756,924千円（前年同四半期は757,135千円）、北米が25,273千円

（前年同四半期は14,462千円）、アジアが127,086千円（前年同四半期は79,197千円）となりました。所

在地別の営業利益は、日本国内が7,743千円（前年同四半期は139,893千円の営業損失）、北米が1,682千

円（前年同四半期は17,984千円の営業損失）、アジアが30,695千円（前年同四半期は9,757千円の営業利

益）となりました。 

  

・定性的情報・財務諸表等

1. 連結経営成績に関する定性的情報
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(1)資産、負債及び純資産の状況 

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は前連結会計年度末に比べ404,539千円増の4,752,138千

円となりました。流動資産は主に新規借入れにより現金及び預金が315,265千円、売上高増により受取手

形及び売掛金が86,980千円、それぞれ増加したことにより2,027,999千円となりました。 

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は前連結会計年度末に比べ349,426千円増の2,775,164千

円となりました。流動負債は検収高増による支払手形及び買掛金が115,781千円増加し、短期借入金が

103,787千円増加したことにより1,183,138千円となりました。固定負債は長期借入金が249,855千円増加

したことにより1,592,026千円となりました。 

当第1四半期連結会計期間末における純資産合計は前連結会計年度末に比べ55,112千円増の1,976,973千

円となりました。株主資本合計は利益剰余金が56,296千円増加したことにより2,005,957千円となりまし

た。 

(2)キャッシュ・フローの分析 

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によ

り得られた93,494千円、投資活動に使用した2,093千円、財務活動により得られた217,442千円等により、

当第１四半期連結会計期間末で1,035,971千円（前年同四半期比66,555千円増）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により得られた資金は93,494千円（前年同四半期は105,595千円の支出）となりました。これ

は主に税金等調整前四半期純利益59,918千円、減価償却費40,128千円によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により使用した資金は2,093千円（前年同四半期は176,345千円の収入）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により得られた資金は217,442千円（前年同四半期は35,172千円の収入）となりました。これ

は主に長期借入れによる収入400,567千円によるものです。 

  

平成22年９月期第２四半期連結累計期間の業績予想につきまして、平成21年11月10日に公表した業績予

想を修正いたしました。業績予想の修正内容につきましては、本日（平成22年２月９日）別途公表してお

ります「平成22年９月期第２四半期累計期間業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

なお、通期の業績予想につきましては経済環境の変化等不確定な要素があるため、現時点では平成21年

11月10日に公表した予想数値に変更はありません。 

2. 連結財政状態に関する定性的情報

3. 連結業績予想に関する定性的情報
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該当事項はありません。 

  

 
  

該当事項はありません。 

 

4. その他

(1) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用
当第１四半期連結会計期間

(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)
１.一般債権の
貸倒見積高の
算定方法 
 

 当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著
しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒
見積高を算定しております。

２.棚卸資産の
評価方法 
 

 当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結
会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっており
ます。  
 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについての
み正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３.固定資産の
減価償却費の
算定方法 
 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按
分して算定する方法によっております。

４.法人税等並
びに繰延税金
資産及び繰延
税金負債の算
定方法 
 

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要な
ものに限定する方法によっております。  
 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境
等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計
年度において使用した将来の業績やタックス・プランニングを利用する方法によって
おります。

５.連結会社相
互間の債権債
務及び取引の
相殺消去 
 

連結会社相互間の債権と債務の相殺消去 
 当該債権の額と債務の額に差異が見られる場合には、合理的な範囲内で当該差異の
調整を行わないで債権と債務を相殺消去しております。 
連結会社相互間の取引を相殺消去 
 取引金額に差異がある場合で当該差異の重要性が乏しいときには、親会社の金額に
合わせる方法により相殺消去しております。

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
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当第１四半期連結累計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

前第１四半期連結累計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

当社グループは、工業用プラスチック・ファスナー及びプラスチック精密部品事業を展開してお

り、当該事業以外に事業の種類が無いため該当事項はありません。 

当第１四半期連結累計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

当社グループは、工業用プラスチック・ファスナー及びプラスチック精密部品事業を展開してお

り、当該事業以外に事業の種類が無いため該当事項はありません。 

  

前第１四半期連結累計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。  

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
  (１) 北米・・・アメリカ合衆国 
  (２) アジア・・・中華人民共和国 

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。  

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
  (１) 北米・・・アメリカ合衆国 
  (２) アジア・・・中華人民共和国 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) (セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

日本 
(千円)

北米
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 757,135 14,462 79,197 850,796 ─ 850,796

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 63,382 ─ ─ 63,382 (63,382) ─

計 820,517 14,462 79,197 914,178 (63,382) 850,796

営業利益又は営業損失(△) △ 139,893 △ 17,984 9,757 △ 148,120 (5,578) △ 142,542

日本 
(千円)

北米
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 756,924 25,273 127,086 909,283 ― 909,283

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 98,593 804 ― 99,397 (99,397) ―

計 855,517 26,077 127,086 1,008,681 (99,397) 909,283

     営業利益 7,743 1,682 30,695 40,121 3,400 43,522
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前第１四半期連結累計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。  

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
  (１) 北米・・・アメリカ合衆国 
  (２) アジア・・・中華人民共和国 
  (３) その他・・・欧州 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。  

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
  (１) 北米・・・アメリカ合衆国 
  (２) アジア・・・中華人民共和国 
  (３) その他・・・欧州 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

   当第１四半期連結累計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

    該当事項はありません。 

【海外売上高】

北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 14,462 120,966 5,695 141,124

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― ― 850,796

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 1.7 14.2 0.7 16.6

北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 25,273 184,502 737 210,513

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― ― 909,283

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 2.8 20.3 0.1 23.2

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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